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2020年１月 10日 

各  位

当社連結子会社による資本業務提携に関するお知らせ 

当社は、本日開催の取締役会において、当社の完全子会社である株式会社メタップスペイメント（以下「メ

タップスペイメント」）の株式の一部を株式会社セブン銀行（以下「セブン銀行」）に譲渡することを決定し、

新たな事業展開に向けた業務提携の推進に合意いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。なお、

本取引後も、当社はメタップスペイメントの議決権総数の過半数を保有しており、本取引に伴う子会社の異動

はございません。 

記 

１． 資本業務提携の背景、目的及び内容 

 当社及びセブン銀行は、メタップスの子会社であるメタップスペイメントへのセブン銀行による資本参加を

通して、給与即時払いサービス「CRIA（クリア）」のサービス拡充や、新たなサービスの開発・提供を目的とし

た業務提携に本日合意いたしました。 

この度の資本業務提携を機に、メタップスグループ及びセブン銀行グループ、両社の関係性をさらに強固な

ものとし、双方の知見や保有するアセットを効果的に活用した共同事業の展開を目指してまいります。 

２． 株式譲渡の概要 

（１） 対象子会社 株式会社メタップスペイメント 

（２） 譲渡先 株式会社セブン銀行 

（３） 対象子会社の発行済株式総数 500株 

（４） 譲渡株式数 100株 

（５） 譲渡割合 20% 

（６） 譲渡価額 20億円 

※なお、本契約には追加取得請求権が付されており、譲渡先は、本株式譲渡実行日の１年後から３年後ま

での期間において、対象子会社株式 67株について追加取得請求することが可能です。 

３． 対象子会社の概要 

（１） 商号 株式会社メタップスペイメント 

（２） 所在地 
東京都港区三田１－４－１住友不動産ビル３階 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 和田 洋一 

（４） 事業内容 EC決済事業、リアル店舗決済事業、家賃決済事業、他 

（５） 資本金 1,134百万円 
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４． 資本業務提携の相手先の概要 

（１） 商号 株式会社セブン銀行 

（２） 所在地 
東京都千代田区丸の内 １‐６‐１ 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 舟竹 泰昭 

（４） 事業内容 ATMプラットフォーム事業、決済口座事業、海外事業 

（５） 資本金 30,701百万円 

（６） 設立年月日 2001年４月 

（７） 大株主及び持株比率 株式会社セブン‐イレブン・ジャパン（38．47%） 

（８） 上場会社と当該会社との

間の関係

資 本 関 係 該当事項はございません。 

人 的 関 係 該当事項はございません。 

取 引 関 係 「CRIA（クリア）」等、子会社の一部サービ

スにおいて当該会社の有する ATMプラット

フォームを活用しております。 

関 係 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 

該当事項はございません。 

（９） 当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財務状況

決 算 期 2017年３月期 2018年３月期 2019年３月期 

連 結 純 資 産 199,081百万円 212,027百万円 212,890百万円 

連 結 総 資 産 957,792百万円 1,022,485百万円 1,141,926百万円 

１ 株 当 た り 連 結 純 資 産 166.61円 177.61円 178.37円 

連 結 経 常 収 益 121,608百万円 127,656百万円 147,288百万円 

連 結 経 常 利 益 36,710百万円 38,305百万円 40,714百万円 

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 

当 期 純 利 益 

25,114百万円 25,301百万円 13,236百万円 

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 21.07円 21.24円 11.11円 

１ 株 当 た り 配 当 額 9.00円 10.00円 11.00円 

５． 日程 

（１） 契約締結日 2020年１月 10日 

（２） 株式譲渡日 2020年１月 17日（予定） 

６． 業績への影響について 

2020 年 12 月期第１四半期の個別業績において、特別利益 1,422 百万円を計上する見込みです。なお、本件

完了後も当社はメタップスペイメント株式の過半数を保有し、メタップスペイメントが当社の連結子会社であ

ることに変更がないことから、連結業績への影響は見込んでおりません。 

以 上 


